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                   申請者 住所 

                       電話 

                       氏名           印 

                   宅地の所在地 

                   改修費用に係る個人負担額の支払日 

                             年  月  日 

 

 上記の造成宅地が、（１）及び（２）の要件を満たすこと、上記造成宅地に係る安全率が（３）であ

ること、改修のため行った滑動崩落防止工事に要した費用、個人費用負担額及び補助金の額が（４）で

あることについて証明願います。 

（１） 以下のいずれかに該当する造成宅地の区域であること。 

① 宅地造成等規制法第２０条第１項の規定に基づき造成宅地防災区域が指定 

された造成宅地の区域 

 ②同法施行令第１９条第１項第１号と同等の理由により、同法第１６条第２ 

   項の規定に基づく勧告がなされた区域であること 

（２） 滑動崩落防止工事を実施した造成宅地であること 

工事の内容： 

（３） 当該宅地の安全率 

 工事施工前： 

 

 工事施工後： 

 

（４） 滑動崩落防止工事に要した費用 

  （うち個人費用負担額） 

  （個人費用負担額のうち補助金の額） 

         円 

 （       円） 

 （       円） 

（注）１ 雑損控除の適用を受ける場合、この証明書を確定申告書に添付するか、確定申告の際に

提示してください。 

２ 雑損控除の対象となる損失（災害関連支出）の額は、（４）の個人費用負担額から補助

金の額を控除した金額です。 
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 上記のとおり相違ないことを証明します。 

 

                     平成  年  月  日 

 

                    知事 

                    市長（区長、町長、村長）       印 

 

                           （用紙 日本工業規格 Ａ４） 


